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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第110期

第１四半期連結
累計期間

第111期
第１四半期連結
累計期間

第110期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高（千円） 4,730,0284,588,28522,873,350

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△66,553 △62,787 540,290

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△55,713 △22,789 130,987

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△52,978 △98,620 261,447

純資産額（千円） 11,459,22011,571,28211,721,761

総資産額（千円） 15,493,20415,982,36916,600,261

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額（円）

△8.59 △3.51 20.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― ―

自己資本比率（％） 74.0 72.4 70.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については

            記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第110期は潜在株式がないため、また、第

110期第１四半期連結累計期間及び第111期第１四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失であり、潜

在株式がないため、記載しておりません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

当第1四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復基調がみられたものの、欧州の債務危機による海外

経済の減速や円高の長期化による国内産業の先行きへの懸念などから、依然として不透明な状況で推移いたしました。

このような経済環境のなか、当社グループにおきましては、車両関係事業ではエコカー補助金の効果もあり前年同期の

実績を上回りました。しかし、産業機械事業および電機機器事業では大型案件の売上が少なかったため前年同期の実績

を下回りました。

また、冷間鍛造事業でも、主力である電動工具部品の受注が伸び悩み、前年同期の実績を下回りました。

これらの結果、当社グループの売上高は45億８千８百万円（前年同期比3.0％減）となり、利益面では経常損失６千２

百万円（前年同期は６千６百万円の損失）、四半期純損失２千２百万円（前年同期は５千５百万円の損失）となりま

した。

 

〔産業機械事業〕

主要な販売先である食品やトイレタリー業界では市場環境の厳しさから設備投資に慎重な顧客が多く、大型案件の

売上が少なかったため、売上高は５億２千１百万円（前年同期比30.8％減）、セグメント利益（営業利益）は７百

万円（前年同期比68.0％減）となりました。

〔冷間鍛造事業〕

自動車部品は、納入先メーカーの北米向け輸出が前期に引き続き好調であったことから堅調に推移いたしました

が、主力である電動工具部品および事務機・産業機械部品の受注が伸び悩みました。その結果、売上高は４億１千７

百万円（前年同期比5.8％減）、セグメント利益（営業利益）は４千万円（前年同期比24.4％減）となりました。

〔電機機器事業〕

空調・冷熱機器は入替需要が多く、前年同期の実績を上回りましたが、主力のＦＡ関連機器は、液晶や半導体関連装

置の機械メーカーなどを中心に需要が低調で、前年同期の実績を下回りました。加えて、前年同期にあったような大

型物件の売上がなかったため、売上高は７億８千９百万円（前年同期比27.4％減）となりました。しかし、セグメン

ト利益（営業利益）は２千８百万円（前年同期比22.7％増）となり、震災の影響を受けた前年同期の実績を上回り

ました。

〔車両関係事業〕

前期後半に投入した新型車やエコカー補助金の効果により受注は好調に推移したものの、メーカーからの供給が追

いつかず、大幅に受注残が増加しました。その結果、売上高は28億３千３百万円（前年同期比17.0％増）、セグメン

ト損失（営業損失）は７百万円（前年同期は５千２百万円の損失）と前年同期に比べ改善されました。なお、前年

同期は震災の影響を受け、新車販売台数が減少しました。

〔不動産等賃貸事業〕

前年同期並みの、売上高２千６百万円（前年同期比9.0％増）、セグメント利益（営業利益）１千４百万円（前年同

期比57.7％増）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は159億８千２百万円となり、前連結会計年度末から６億１千７百万円減少

いたしました。

この内、流動資産は81億９千３百万円となり、前連結会計年度末から５億１千１百万円減少いたしました。これは主

に、現金及び預金の増加３億８千２百万円、受取手形及び売掛金の減少12億９千１百万円及び仕掛品の増加３億７千

７百万円によるものであります。

固定資産は77億８千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億６百万円減少いたしました。これは主に、時価評価

による投資有価証券の減少１億１千７百万円によるものであります。

負債合計は44億１千１百万円となり、前連結会計年度末から４億６千７百万円減少いたしました。これは主に、支払手

形及び買掛金の減少７億２千８百万円、短期借入金の増加２億４千４百万円、賞与引当金の増加１億７千７百万円に

よるものであります。

純資産合計は115億７千１百万円となり、前連結会計年度末から１億５千万円減少いたしました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は13,979千円となっております。なお、研究開発活動の状況

に重要な変更はありません。

　

(5）設備の状況

当第１四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

会社名

事業所名
所在地

セグメントの

名称　
設備の内容　

　投資予定額（千円） 資金調達

方法　

　着手及び完了年月　 完成後の

増加能力

　総額 既支払額 着手 完了

当社

　清水工場

　三島工場 他　

静岡県

静岡市

清水区 他　

産業機械

 事業　他　

生産管理

 システム 他
　450,000　11,000　 自己資金

平成24年

4月

平成27年

3月
－　

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。　 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,200,000

計 19,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年８月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,483,323 6,483,323

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 6,483,323 6,483,323 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成24年４月１日～

平成24年６月30日
― 6,483,323 ― 1,337,000 ― 1,833,576

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

①【発行済株式】

 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　 1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　6,476,100 64,761 －

単元未満株式 普通株式　  　6,223 － －

発行済株式総数 6,483,323 － －

総株主の議決権 － 64,761 －

　

②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

　靜甲株式会社
静岡県静岡市清水区

天神二丁目８番１号
1,000 ― 1,000　　　　　　 0.02

　計 ― 1,000 ― 1,000　　　　　　 0.02

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平

成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、芙蓉監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第110期連結会計年度　　ときわ監査法人

　第111期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間　　芙蓉監査法人
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,241,176 3,623,765

受取手形及び売掛金 ※1
 3,730,114

※1
 2,439,042

商品及び製品 749,087 792,562

仕掛品 486,897 863,969

原材料及び貯蔵品 27,464 30,650

その他 474,272 446,096

貸倒引当金 △4,541 △3,001

流動資産合計 8,704,472 8,193,084

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,802,991 1,804,766

土地 3,285,711 3,274,194

その他（純額） 890,671 899,192

有形固定資産合計 5,979,374 5,978,153

無形固定資産 48,016 56,839

投資その他の資産

投資有価証券 1,446,622 1,329,137

その他 421,922 425,300

貸倒引当金 △146 △146

投資その他の資産合計 1,868,398 1,754,291

固定資産合計 7,895,789 7,789,284

資産合計 16,600,261 15,982,369

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,172,166 1,443,168

短期借入金 21,204 265,697

未払法人税等 65,119 13,616

賞与引当金 372,016 549,351

資産除去債務 2,177 2,177

その他 1,016,740 982,210

流動負債合計 3,649,423 3,256,222

固定負債

長期借入金 379,402 401,851

退職給付引当金 304,633 306,300

役員退職慰労引当金 158,089 96,752

資産除去債務 45,547 45,689

その他 341,403 304,269

固定負債合計 1,229,076 1,154,863

負債合計 4,878,500 4,411,086
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,337,000 1,337,000

資本剰余金 1,833,576 1,833,576

利益剰余金 8,161,926 8,087,278

自己株式 △671 △671

株主資本合計 11,331,831 11,257,183

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 389,929 314,099

その他の包括利益累計額合計 389,929 314,099

純資産合計 11,721,761 11,571,282

負債純資産合計 16,600,261 15,982,369
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

売上高 4,730,028 4,588,285

売上原価 3,812,545 3,615,815

売上総利益 917,482 972,469

販売費及び一般管理費 1,006,658 1,055,986

営業損失（△） △89,175 △83,517

営業外収益

受取利息 176 125

受取配当金 14,209 15,071

その他 14,958 13,099

営業外収益合計 29,345 28,295

営業外費用

支払利息 1,077 1,691

売上割引 5,542 5,412

為替差損 3 0

その他 99 462

営業外費用合計 6,723 7,566

経常損失（△） △66,553 △62,787

特別利益

固定資産売却益 － 48,665

退職給付制度終了益 4,543 －

特別利益合計 4,543 48,665

特別損失

固定資産除却損 5,109 886

投資有価証券評価損 － 4,601

特別損失合計 5,109 5,487

税金等調整前四半期純損失（△） △67,120 △19,609

法人税等 △11,406 3,180

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △55,713 △22,789

四半期純損失（△） △55,713 △22,789
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △55,713 △22,789

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,735 △75,830

その他の包括利益合計 2,735 △75,830

四半期包括利益 △52,978 △98,620

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △52,978 △98,620

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更】

  （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

 　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　 これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 （税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

     該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成24年６月30日）

受取手形 69,186千円 390,667千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　     当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

     期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産にかかる償却費を含む。）は、次のとおりであります。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

減価償却費 112,914千円 112,659千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日

第109回定時株主総会
普通株式 51,858 8 平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日

第110回定時株主総会
普通株式 51,858 8 平成24年３月31日平成24年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

　　　　　　　報告セグメント 　
合計

（千円）
産業機械事業

（千円） 

冷間鍛造事業

（千円）

電機機器事業

（千円）

車両関係事業

（千円）

不動産等賃貸　

事業（千円）　

売上高     　  

（1）外部顧客への売上高 753,626443,1801,087,2752,421,72024,225　 4,730,028

（2）セグメント間の内部

     売上高又は振替高
115 ― 1,920 2,706 7,748　 12,490

計 753,741443,1801,089,1952,424,42631,973　 4,742,518

セグメント利益又は損失

（△）
24,56553,14123,393△52,2479,178　 58,031

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 58,031

セグメント間取引消去 823

全社費用（注） △148,030

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △89,175

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

　　　　　　　報告セグメント 　
合計

（千円）
産業機械事業

（千円） 

冷間鍛造事業

（千円）

電機機器事業

（千円）

車両関係事業

（千円）

不動産等賃貸　

事業（千円）　

売上高     　  

（1）外部顧客への売上高 521,724417,429789,6212,833,10426,405　 4,588,285

（2）セグメント間の内部

     売上高又は振替高
102 －　 476 2,433 7,891　 10,904

計 521,826417,429790,0982,835,53834,297　 4,599,189

セグメント利益又は損失

（△）
7,859 40,18028,702△7,77814,473　 83,437

（注）減価償却方法の変更

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当第１

四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却方法に変更しております。

これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。　
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 83,437

セグメント間取引消去 319

全社費用（注） △167,274

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △83,517

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の一般管理費であります。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 8円59銭 3円51銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） 55,713 22,789

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 55,713 22,789

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,482 6,482

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年８月10日

靜甲株式会社

取締役会　御中

芙蓉監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 村松　淳旨　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉原　賢一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている靜甲株式会社の平

成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成24年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、靜甲株式会社及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
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（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　　

　　　２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　　
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